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－  １  － 

議案第２号 

 

令令和和７７年年度度新新潟潟県県妙妙高高市市一一般般会会計計予予算算  

 

令和７年度新潟県妙高市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２，４３０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表

継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間

及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限

度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 ４,０００,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用

することができる場合は、次のとおり定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における 

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

令和 ７ 年 ２ 月２７日 提出 

新潟県 妙 高 市 長  城 戸 陽 二 

令和 ７ 年 ３ 月  日 議決 

新潟県 妙高市議会議長  小 嶋 正 彰 

 

 

 

 



第１表　歳入歳出予算

  歳　入 (単位 ： 千円)

款 項

 1 市税 4,581,048

 1 市民税 1,536,495

 2 固定資産税 2,541,585

 3 軽自動車税 137,400

 4 市たばこ税 217,854

 5 入湯税 37,031

 6 都市計画税 110,683

 2 地方譲与税 206,201

 1 地方揮発油譲与税 42,600

 2 自動車重量譲与税 141,000

 3 地方道路譲与税 1

 4 森林環境譲与税 22,600

 3 利子割交付金 2,100

 1 利子割交付金 2,100

 4 配当割交付金 22,300

 1 配当割交付金 22,300

 5 株式等譲渡所得割交付金 20,100

 1 株式等譲渡所得割交付金 20,100

 6 法人事業税交付金 69,800

 1 法人事業税交付金 69,800

 7 地方消費税交付金 800,000

 1 地方消費税交付金 800,000

 8 ゴルフ場利用税交付金 20,000

 1 ゴルフ場利用税交付金 20,000

 9 環境性能割交付金 22,700

 1 環境性能割交付金 22,700

10 国有提供施設等所在市町村助成交付

金 42,917

金 額

― 2 ―

(単位 ： 千円)

款 項

 1 国有提供施設等所在市町村助成交付

金 42,917

11 地方特例交付金 25,000

 1 地方特例交付金 25,000

12 地方交付税 7,090,790

 1 地方交付税 7,090,790

13 交通安全対策特別交付金 2,256

 1 交通安全対策特別交付金 2,256

14 分担金及び負担金 64,541

 1 分担金 1,400

 2 負担金 63,141

15 使用料及び手数料 314,988

 1 使用料 149,543

 2 手数料 165,445

16 国庫支出金 2,792,195

 1 国庫負担金 1,263,207

 2 国庫補助金 1,520,866

 3 委託金 8,122

17 県支出金 1,297,374

 1 県負担金 512,475

 2 県補助金 646,497

 3 委託金 133,402

 4 県貸付金 5,000

18 財産収入 117,954

 1 財産運用収入 79,232

 2 財産売払収入 38,722

19 寄附金 632,201

 1 寄附金 632,201

20 繰入金 1,823,384

金 額

― 2 ―

― 3 ―



(単位 ： 千円)

款 項

 1 基金繰入金 1,823,384

21 繰越金 500,000

 1 繰越金 500,000

22 諸収入 361,647

 1 延滞金加算金及び過料 1,001

 2 市預金利子 5,243

 3 貸付金元利収入 146,066

 4 受託事業収入 4,437

 5 雑入 204,900

23 市債 1,620,504

 1 市債 1,620,504

22,430,000

金 額

歳 入 合 計

― 4 ―

  歳　出 (単位 ： 千円)

款 項

 1 議会費 136,680

 1 議会費 136,680

 2 総務費 3,171,887

 1 総務管理費 2,806,840

 2 徴税費 212,717

 3 戸籍住民基本台帳費 69,046

 4 選挙費 31,738

 5 統計調査費 24,799

 6 監査委員費 26,747

 3 民生費 5,598,999

 1 社会福祉費 2,769,346

 2 児童福祉費 2,397,930

 3 生活保護費 431,723

 4 衛生費 1,841,664

 1 保健衛生費 1,116,878

 2 清掃費 546,033

 3 上水道費 178,753

 5 労働費 31,429

 1 労働諸費 31,429

 6 農林水産業費 1,057,295

 1 農業費 912,943

 2 林業費 144,352

 7 商工費 480,870

 1 商工費 327,128

 2 地域振興費 153,742

 8 土木費 3,569,073

 1 土木管理費 128,049

 2 道路橋梁費 2,216,079

 3 河川費 5,270

金 額

― 5 ―



(単位 ： 千円)

款 項

 4 住宅費 382,552

 5 都市計画費 837,123

 9 消防費 751,857

 1 消防費 751,857

10 教育費 3,629,950

 1 教育総務費 1,041,048

 2 小学校費 659,548

 3 中学校費 211,438

 4 特別支援学校費 28,732

 5 社会教育費 1,212,568

 6 保健体育費 476,616

11 災害復旧費 211,070

 1 農林水産施設災害復旧費 86,695

 2 公共土木施設災害復旧費 53,810

3 その他公共施設・公用施設災害復旧

費 70,565

12 公債費 1,909,226

 1 公債費 1,909,226

13 予備費 40,000

 1 予備費 40,000

22,430,000

金 額

歳 出 合 計

― 5 ―

― 6 ― － ７ － 

第第  ２２  表表  継継    続続    費費  
 

（単位：千円） 

款 項 事  業  名 総 額 年 度 年割額 

１０教育費 ５社会教育費 
新図書館等複合施設整備

事業 
440,800 

７年度 132,240 

８年度 308,560 

 

 



－ ８ － 

第第 ３３ 表表 債債 務務 負負 担担 行行 為為

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

店舗等賃借料に対する夢をかなえる

企業応援補助金

自 令和７年度

至 令和９年度

交付決定を行った月から２年間に渡り、

月額最大１０万円

高速道路跨道橋修繕負担金
自 令和７年度

至 令和８年度
１３２，６００

ＵＩターン促進住宅支援事業補助金
自 令和７年度

至 令和９年度

交付決定を行った月から２年間に渡り、

月額最大１万５千円

 

 

－   － ９ 

第第  ４４  表表  地地    方方    債債  

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

庁 舎 等 管 理 事 業 1,500 

普通貸借 

または 

証券発行 

年4.0％以内 

(ただし、利

率見直し方

式で借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率) 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合は

その債権者と協定す

る。ただし、市財政そ

の他の都合により据

置期間及び償還期限

を短縮し、もしくは繰

上償還または低利債

に借り換えすること

ができる。 

新 井 ふ れ あ い 会 館 
管 理 運 営 事 業 

20,100 

生 活 交 通 確 保 対 策 事 業 3,600 

え ち ご ト キ め き 鉄 道 
安 定 経 営 支 援 補 助 金
  

12,800 

え ち ご ト キ め き 鉄 道 
大規模設備更新支援補助金 

24,100 

え ち ご ト キ め き 鉄 道
駅舎バリアフリー化支援補助金 

28,000 

認定こども園・保育園園舎等
整 備 事 業 

26,800 

放 課 後 児 童 ク ラ ブ 事 業 178,100 

経 塚 斎 場 維 持 管 理 事 業 5,400 

い も り 池 周 辺 整 備 事 業 1,200 

ご み 減 量 ・ リ サ イ ク ル 
推 進 事 業 

1,700 

焼 却 施 設 管 理 運 営 事 業 28,500 

余熱利用施設維持管理事業 8,400 

地 域 活 性 化 施 設 
維 持 管 理 事 業 

7,400 

県 営 農 業 農 村 整 備 事 業 28,700 

た め 池 等 適 正 管 理 事 業 2,600 

農 道 等 適 正 管 理 事 業 6,000 

林 業 総 務 費 12,000 

林 道 適 正 管 理 事 業 29,100 

観 光 誘 客 推 進 事 業 5,800 

道 路 橋 梁 整 備 事 業 397,600 

公 営 住 宅 長 寿 命 化 事 業 86,100 



 

－   － １０ 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

都 市 公 園 整 備 事 業 36,300 

普通貸借 

または 

証券発行 

年4.0％以内 

(ただし、利

率見直し方

式で借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率) 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合は

その債権者と協定す

る。ただし、市財政そ

の他の都合により据

置期間及び償還期限

を短縮し、もしくは繰

上償還または低利債

に借り換えすること

ができる。 

消 防 施 設 ・ 資 機 材 
整 備 維 持 管 理 事 業 

31,000 

災 害 対 策 事 業 14,300 

小 学 校 管 理 費 11,600 

小 学 校 施 設 管 理 事 業 122,200 

小 学 校 大 規 模 改 修 事 業 42,300 

中 学 校 施 設 管 理 事 業 8,300 

中 学 校 大 規 模 改 修 事 業 4,900 

特別支援学校施設管理事業 1,400 

妙高市文化ホール・新井総合コミュ 
ニティセンター大規模改修事業 

11,800 

新 図 書 館 等 複 合 施 設 
整 備 事 業 

600 

新 図 書 館 等 複 合 施 設 
管 理 運 営 事 業  

400 

スポーツ施設管理運営事業 4,200 

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 30,300 

災 害 復 旧 事 業 94,200 

 

１　総　括

　歳　入 （単位 ： 千円）

款

 1 市税 4,581,048 4,486,306 94,742

 2 地方譲与税 206,201 216,001 △9,800

 3 利子割交付金 2,100 900 1,200

 4 配当割交付金 22,300 28,000 △5,700

 5 株式等譲渡所得割交付金 20,100 16,900 3,200

 6 法人事業税交付金 69,800 69,800

 7 地方消費税交付金 800,000 780,800 19,200

 8 ゴルフ場利用税交付金 20,000 21,500 △1,500

 9 環境性能割交付金 22,700 17,000 5,700

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 42,917 43,982 △1,065

11 地方特例交付金 25,000 146,000 △121,000

12 地方交付税 7,090,790 6,693,280 397,510

13 交通安全対策特別交付金 2,256 2,448 △192

14 分担金及び負担金 64,541 60,888 3,653

15 使用料及び手数料 314,988 313,236 1,752

16 国庫支出金 2,792,195 2,941,997 △149,802

17 県支出金 1,297,374 1,101,087 196,287

18 財産収入 117,954 141,667 △23,713

19 寄附金 632,201 299,201 333,000

20 繰入金 1,823,384 1,738,667 84,717

21 繰越金 500,000 500,000

22 諸収入 361,647 420,982 △59,335

23 市債 1,620,504 1,939,358 △318,854

22,430,000 21,980,000 450,000

本 年 度 予 算 額 前年度予算額 比 較

歳 入 合 計

歳入歳出予算事項別明細書

―1 1―



　歳　出

 1 議会費 136,680 143,315 △6,635

 2 総務費 3,171,887 2,327,454 844,433

 3 民生費 5,598,999 5,503,072 95,927

 4 衛生費 1,841,664 1,592,110 249,554

 5 労働費 31,429 154,151 △122,722

 6 農林水産業費 1,057,295 782,188 275,107

 7 商工費 480,870 557,309 △76,439

 8 土木費 3,569,073 3,953,396 △384,323

 9 消防費 751,857 702,630 49,227

10 教育費 3,629,950 3,844,175 △214,225

11 災害復旧費 211,070 179,637 31,433

12 公債費 1,909,226 2,200,563 △291,337

13 予備費 40,000 40,000

22,430,000 21,980,000 450,000歳 出 合 計

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較

―1 2―

（単位 ： 千円）

348 136,332

480,174 90,100 695,490 1,906,123

1,898,141 204,900 140,867 3,355,091

78,451 45,200 480,686 1,237,327

11,266 3,201 16,962

498,963 85,800 17,272 455,260

10,450 5,800 147,072 317,548

695,882 520,000 155,605 2,197,586

18,819 45,300 18,587 669,151

330,090 238,000 811,654 2,250,206

69,430 94,200 600 46,840

291,204 8,591 1,609,431

40,000

4,091,666 1,620,504 2,479,973 14,237,857

そ の 他

本　　 年　　 度　　 予　　 算　　 額　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳

特　　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　　源
一　般　財　源

国 県 支 出 金 地 方 債

―1 3―







































































































































































































































































































（款）10 教育費 （項） 3 中学校費

10 3 2

 4 特別支援学 28,732 34,473 △5,741 1,400 582

校費

 1 学校管理費 27,388 33,248 △5,860 1,400 567

（諸）特別支援学校高等部運営費協力

　　　金 525 

（諸）教育実習費 6 

（負）日本スポーツ振興センター保護

　　　者負担金 36 

（地）特別支援学校施設管理事業

1,400 

国県支出金 地 方 債 そ の 他

―306―

比 較

本 年 度 の 財 源 内

特 定 財 源款 項 目 名　　称 本 年 度 前 年 度

(単位：千円)

節       

会計年度任用職員勤勉手当（パート）

1,070

会計年度任用職員社会保険料 1,616

会計年度任用職員共済組合負担金 922

講師謝金 101

会計年度任用職員費用弁償 398

手数料 330

標準学力検査委託料 606

プログラミング教育授業委託料 1,500

新訂学年別知能検査委託料 141

● こども国際交流事業 1,600

中学生交流受入委託料 1,600

26,750

25,421  1 報酬　　　　　 8,023 ● 特別支援学校管理費 24,164

　 会計年度任用職員報酬 7,189

 3 職員手当等　　 1,265 会計年度任用職員時間外勤務分報酬 87

　 会計年度任用職員期末手当（パート） 689

 4 共済費　　　　 1,703 会計年度任用職員勤勉手当（パート） 576

　 会計年度任用職員社会保険料 1,079

 7 報償費　　　　 12 会計年度任用職員共済組合負担金 624

　 会計年度任用職員費用弁償 484

 8 旅費　　　　　 488 消耗品費 1,541

　 燃料費 1,048

10 需用費　　　　 8,558 食糧費 4

　 印刷製本費 40

11 役務費　　　　 490 光熱水費 4,900

　 修繕料 1,000

12 委託料　　　　 3,660 通信運搬費 315

　 手数料 105

13 使用料及び賃借 1,125 火災保険料 58

料 自家用電気工作物保安管理業務委託料 210

14 工事請負費　　 1,950 夜間警備委託料 106

　 貯水槽清掃維持管理委託料 47

金 額
説 明

―307―

　訳

一 般 財 源 区 分

（款）10 教育費 （項） 3 中学校費

10 3 2

 4 特別支援学 28,732 34,473 △5,741 1,400 582

校費

 1 学校管理費 27,388 33,248 △5,860 1,400 567

（諸）特別支援学校高等部運営費協力

　　　金 525 

（諸）教育実習費 6 

（負）日本スポーツ振興センター保護

　　　者負担金 36 

（地）特別支援学校施設管理事業

1,400 

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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比 較

本 年 度 の 財 源 内

特 定 財 源款 項 目 名　　称 本 年 度 前 年 度

(単位：千円)

節       

会計年度任用職員勤勉手当（パート）

1,070

会計年度任用職員社会保険料 1,616

会計年度任用職員共済組合負担金 922

講師謝金 101

会計年度任用職員費用弁償 398

手数料 330

標準学力検査委託料 606

プログラミング教育授業委託料 1,500

新訂学年別知能検査委託料 141

● こども国際交流事業 1,600

中学生交流受入委託料 1,600

26,750

25,421  1 報酬　　　　　 8,023 ● 特別支援学校管理費 24,164

　 会計年度任用職員報酬 7,189

 3 職員手当等　　 1,265 会計年度任用職員時間外勤務分報酬 87

　 会計年度任用職員期末手当（パート） 689

 4 共済費　　　　 1,703 会計年度任用職員勤勉手当（パート） 576

　 会計年度任用職員社会保険料 1,079

 7 報償費　　　　 12 会計年度任用職員共済組合負担金 624

　 会計年度任用職員費用弁償 484

 8 旅費　　　　　 488 消耗品費 1,541

　 燃料費 1,048

10 需用費　　　　 8,558 食糧費 4

　 印刷製本費 40

11 役務費　　　　 490 光熱水費 4,900

　 修繕料 1,000

12 委託料　　　　 3,660 通信運搬費 315

　 手数料 105

13 使用料及び賃借 1,125 火災保険料 58

料 自家用電気工作物保安管理業務委託料 210

14 工事請負費　　 1,950 夜間警備委託料 106

　 貯水槽清掃維持管理委託料 47

金 額
説 明
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　訳

一 般 財 源 区 分







































１　特　別　職

報酬 給料
期 末 手 当
(年間支給率)

寒冷地
手　当

その他
の手当

計

7,709
(3.4月分)

17,197
(3.4月分)

その他の
特 別 職

1,469 94,310 94,310 94,310

計 1,487 147,110 23,657 24,906 171 244 196,088 20,332 216,420

7,409
(3.3月分)

17,780
(3.3月分)

その他の
特 別 職

1,351 81,583 81,583 81,583

計 1,370 137,804 23,425 25,189 153 244 186,815 23,659 210,474

長　　等 0 232 300 18 0 550 △ 1,054 △ 504

議　　員 △ 1 △ 3,421 △ 583 △ 4,004 △ 2,273 △ 6,277

その他の
特 別 職

118 12,727 12,727 12,727

計 117 9,306 232 △ 283 18 0 9,273 △ 3,327 5,946

給給　　与与　　費費　　明明　　細細　　書書

(単位：千円)

給　　　　　与　　　　　費

区　　　分
職員数
（人）

共済費 合　計 備考

本
　
年
　
度

長　　等 3 23,657

議　　員 15 52,800 69,997 14,250 84,247

171 244 31,781 6,082 37,863

38,367

前
　
年
　
度

長　　等 3 23,425

比
　
　
較

議　　員 16 56,221 74,001 16,523 90,524

153 244 31,231 7,136

－344－

２　一　般　職

(単位：千円)

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度 842 (7) 727,639 1,221,735 863,565 2,812,939 506,310 3,319,249

前年度 730 (13) 570,354 1,150,988 806,370 2,527,712 528,922 3,056,634

比　較 112 (△6) 157,285 70,747 57,195 285,227 △ 22,612 262,615

※（　）内は再任用職員数（外書き）

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

10,480 27,564 14,705 17,911 72,197 131 339,165 278,585

10,685 27,210 13,234 17,229 60,706 82 305,695 265,305

△ 205 354 1,471 682 11,491 49 33,470 13,280

寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

19,462 16,680 676 66,009

16,943 9,705 645 78,931

2,519 6,975 31 △ 12,922

  ア 会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

給　　料 職員手当 計

本年度 290 (7) 1,180,315 722,944 1,903,259 353,587 2,256,846

前年度 294 (13) 1,081,140 690,203 1,771,343 392,117 2,163,460

比　較 △ 4 (△6) 99,175 32,741 131,916 △ 38,530 93,386

※（　）内は再任用職員数（外書き）

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

10,480 27,564 14,705 16,929 69,808 131 262,189 220,877

10,685 27,210 13,234 15,697 57,925 82 241,895 218,827

△ 205 354 1,471 1,232 11,883 49 20,294 2,050

寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

19,462 16,680 676 63,443

16,943 9,705 645 77,355

2,519 6,975 31 △ 13,912

(単位：千円)

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度 727,639 41,420 140,621 909,680 152,723 1,062,403

前年度 570,354 69,848 116,167 756,369 136,805 893,174

比　較 157,285 △ 28,428 24,454 153,311 15,918 169,229

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

982 2,389 76,976 57,708

1,532 2,781 63,800 46,478

△ 550 △ 392 13,176 11,230

寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

2,566

1,576

990

　(1)　総　　　括

給　　　　　与　　　　　費

(単位：千円)

区　分

本年度

区　分
職員数
(人)

共済費 合　計 備　考

職
員
手
当
の
内
訳

(単位：千円)

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

合　計 備　考

比　較

比　較

  イ 会計年度任用職員
給　　　　　与　　　　　費

552

436

区　分
職員数
(人)

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

区　分
職員数
(人)

共済費

前年度

比　較

給　　　　　与　　　　　費

備　考

認定こども園・保育園運営
事業、参議院議員選挙費
の職員増分等

職
員
手
当
の
内
訳

共済費 合　計

前年度

比　較

(単位：千円)

比　較

区　分

本年度

116

区　分

本年度

前年度
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　ウ　級別職員数

級
職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

級
職 員 数

(人)
構 成 比
(％)

１　　級 33 12.3 １　　級

２　　級 43 16.0 ２　　級

３　　級 113 42.2 ３　　級 6 54.5

４　　級 34 12.7 ４　　級 5 45.5

５　　級 30 11.2

６　　級 15 5.6

計 268 100.0 計 11 100.0

１　　級 33 12.2 １　　級

２　　級 51 19.0 ２　　級

３　　級 110 40.9 ３　　級 6 50.0

４　　級 34 12.6 ４　　級 6 50.0

５　　級 26 9.7

６　　級 15 5.6

計 269 100.0 計 12 100.0

　※再任用職員は除く

（級別の主な職務分類）
区分 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

合　　　計 行　政　職 技能労務職

290 281 9

256 251 5

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人) 17 17

４号給 (人) 239 234 5

88.3 89.3 55.6

294 282 12

262 256 6

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人) 18 18

４号給 (人) 244 238 6

89.1 90.8 50.0

　※再任用職員は除く

行　　　　　政　　　　　職 技　　能　　労　　務　　職

　エ　昇給
区　　　　　　　　　　　分

職員数(Ａ)    　　　 (人)

区分

行政職
課長等のうち
指定する職務

課長等の職務
及び課長補佐
等のうち指定
する職務

課長補佐等の
職務及び係長
等のうち指定
する職務

上級係員
中級係員
初級係員

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

比率(Ｂ)／(Ａ)    　 (％)

職員数(Ａ)    　　　 (人)

令
和
７
年
１
月
１
日
現
在

令
和
６
年
１
月
１
日
現
在

本年度

前年度

係 長・ 副参
事・主査等の
職務

比率(Ｂ)／(Ａ)　　　 (％)

号給数別内訳

号給数別内訳

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)
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　オ　期末手当・勤勉手当

4.600

(2.400)

4.500

(2.350)

4.600

(2.400)

　※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の者

25年勤続
の者

35年勤続
の者

最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

　キ　地域手当

　ク　その他の手当

47.709000

(1.200) (1.200)

2.250 2.250

(1.175) (1.175)

新潟市

支　　給　　率　　(％) 20.0 2.0

支給対象職員数　　(人) 1 1

支　給　対　象　地　域 東京都特別区

国の指定基準に基づく支給率(％) 20.0 2.0

区　　　　分 国の制度との異同

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 〃

通　勤　手　当 異

区　分
支給率計
(月分)

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考

本 年 度 有

支　給　期　別　支　給　率

6月(月分) 12月(月分)

2.300 2.300

前 年 度 有

国の制度 有
2.300 2.300

(1.200) (1.200)

定年前早期退職特例措置
(3％～45％加算)

その他の加算
措   置   等

備　考

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職特例措置

(2％～30％加算)

区　分

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.270750 47.709000

－348－
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１０ ５
教育費 社会教育費

６ 1,280,000 759,600 223,400 174,300

７ 512,000 8,700 503,300

（令和５年度）
計 2,560,000 1,187,000 459,300 677,600

１０ ５
教育費 社会教育費

８ 308,560 154,280

（令和７年度）
計 440,800 220,400 63,970

新図書館等複合
施設整備事業

５ 768,000 418,700 235,900

新図書館等複合
施設整備事業

７ 132,240 66,120 63,970

国　県
支出金

特 定 財 源

地 方 債

全　　　　体　　　　計　　　　画　　

左   の    財    源    内

のの見見込込みみ及及びび当当該該年年度度以以降降のの支支出出予予定定
継継続続費費ににつついいててのの前前前前年年度度末末ままででのの支支

項 事 業 名
年 割 額

そ の 他

年度
款

－350－

　 訳

122,700 1,169,150 1,169,150 45.7

710,150 710,150 27.7

236,100 680,700 1,169,150 710,150 2,560,000 100.0

154,280 308,560 70.0

156,430 132,240 132,240 308,560 100.0

26.6113,400 680,700 680,700

30.02,150 132,240 132,240

一般財源

（単位：千円）

出出額額、、前前年年度度末末ままででのの支支出出額額又又はは支支出出額額

継 続 費 の 総
額 に 対 す る
進捗率 (％ )

翌 年 度 以 降

支 出 予 定 額

当 該 年 度 末
ま で の 支 出
予 定 額

当 該 年 度

支 出 予 定 額

前 年 度 末
ま で の 支 出
(見込み )額

前 前 年 度 末
ま で の
支 出 額

額額並並びびにに事事業業のの進進行行状状況況等等にに関関すするる調調書書

－351－



期 間 金 額

水夢ランドあらいの改修に伴
うＥＳＣＯ事業サービス料

１４４,５０７ 平成27年度から
令和６年度まで

（平成26年度）

上越３市が共同で調達する財
務会計システム更新に係る事
業費

２０,８２０ 令和５年度から
令和６年度まで

（令和４年度）

上越３市が共同で調達する文
書管理システム導入に係る事
業費

３４,５０３ 令和５年度から
令和６年度まで

（令和４年度）

市内公共施設７７施設の照明
設備のＬＥＤ化に係る事業費

２３０,０００ 令和６年度

（令和６年度）

ＵＩターン促進住宅支援事業
補助金

交付決定を行った月から２年間
に渡り、月額最大１万５千円

令和６年度

（令和６年度）

店舗等賃借料に対する夢をか
なえる企業応援補助金

交付決定を行った月から２年間
に渡り、月額最大１０万円

（令和７年度）

支 出 （ 見 込 み ） 額

債債務務負負担担行行為為でで翌翌年年度度以以降降ににわわたたるる
又又はは支支出出額額のの見見込込みみ及及びび当当該該年年度度以以

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の

－352－

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

自　令和７年度
至　令和11年度

自　令和７年度
至　令和10年度

自　令和７年度
至　令和10年度

自　令和７年度
至　令和17年度

自　令和７年度
至　令和８年度

限度額に
同　　じ

全　額

自　令和７年度
至　令和９年度

限度額に
同　　じ

全　額

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

左 の 財 源 内 訳

ももののににつついいててのの前前年年度度末末ままででのの支支出出額額
降降のの支支出出予予定定額額等等にに関関すするる調調書書

（単位：千円）

当 該 年 度 以 降 の

－353－



期 間 金 額

支 出 （ 見 込 み ） 額事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の

高速道路跨道橋修繕負担金 １３２,６００

（令和７年度）

ＵＩターン促進住宅支援事業
補助金

交付決定を行った月から２年間
に渡り、月額最大１万５千円

（令和７年度）

－354－

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

左 の 財 源 内 訳

（単位：千円）

当 該 年 度 以 降 の

自　令和７年度
至　令和８年度

自　令和７年度
至　令和９年度

限度額に
同　　じ

全　額

－355－



１ ３,７５４,２３６ ４,４５４,９２６

（１） 総 務 １３３,５００ １１９,７９４

（２） 民 生 ３９０,４４６ ７１４,４３３

（３） 衛 生 １,１６１,５２５ １,１４７,０３０

（４） 農 林 水 産 業 １３７,４１０ １７８,９９７

（５） 商 工 １１７,３０６ １６８,９２２

（６） 土 木 ５６８,３４７ ８２３,６７４

（７） 公 営 住 宅 ５０,７４５ １６９,１９７

（８） 消 防 ６７３,５７３ ５４１,１４３

（９） 教 育 ５２１,３８４ ５９１,７３６

２ ５６,５２８ ９６,３０７

３ １３,３４９,６６２ １２,５８２,８３４

（１） 合 併 特 例 債 ５,９００,４８０ ５,３６０,６４５

（２） 過 疎 債 ７５４,８６５ １,１８２,１８０

（３） 減 税 補 て ん 債 １６,３１７ ８,０７１

（４） 臨時財政対策債 ６,６４２,１００ ５,９９８,１４９

（５） 減 収 補 て ん 債 ３５,９００ ３３,７８９

１７,１６０,４２６ １７,１３４,０６７

びび当当該該年年度度末末ににおおけけるる現現在在

区 分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

地地方方債債のの前前前前年年度度末末ににおおけけ

－356－

（単位：千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

１,０３９,１３２ ３４２,０００ ５,１５２,０５８

３８,２３２ １５,０６７ １４２,９５９

１７８,１００ １８,６１２ ８７３,９２１

４５,２００ １４,９０４ １,１７７,３２６

８５,８００ ９,７１５ ２５５,０８２

７,６９８ １６１,２２４

３５６,６００ ５７,１９２ １,１２３,０８２

８６,１００ ８,５９０ ２４６,７０７

４５,３００ １３８,８９０ ４４７,５５３

２０３,８００ ７１,３３２ ７２４,２０４

９４,２００ ８,５６０ １８１,９４７

４８７,１７２ １,４８４,１５８ １１,５８５,８４８

２９０,９７２ ７６５,５３９ ４,８８６,０７８

１９６,２００ ３６,４４３ １,３４１,９３７

５,５４２ ２,５２９

６７４,５２３ ５,３２３,６２６

２,１１１ ３１,６７８

１,６２０,５０４ １,８３４,７１８ １６,９１９,８５３

るる現現在在高高並並びびにに前前年年度度末末及及
高高のの見見込込みみにに関関すするる調調書書

当 該 年 度 中 増 減 見 込 額

当該年度末現在高見込額

－357－


